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長岡市財務部財政課長  

 

 

雪害対策経費および物価高騰対応重点支援給付金 

 総額１４億３千万円を１月１７日付で専決処分 
 

長岡市は、住民税均等割のみ課税世帯等に対する物価高騰対応重点支援給付金の支

給および今冬の降雪に対応するための道路除雪に係る経費として総額約１４億３千

万円を本日１月１７日付で専決処分により予算措置しました。 

引き続き、物価高騰による市民生活や地域経済への様々な影響を的確に把握して、

機動的に対応するとともに、雪害対策に全力で取り組み、市民生活の安全と安心の確

保を図ってまいります。 

 

 

専決処分の概要 
 

一般会計 補正額 １４億２，６７２万２千円 

 

【内 容】 

１ 物価高騰対応重点支援給付金 ９億２，６７２万２千円 

※詳細は別紙のとおり 

 

２ 道路除雪費（除雪業務委託料など） ５億円 

 

 

 

 

 

長岡市 

問い合わせ 

・予算について  ：財務部財政課      小熊 ℡ 0258－39－2209

・物価高騰対応重点支援給付金について 
：福祉保健部福祉総務課  杉本 ℡ 0258－39－2217

・道路除雪について：土木部道路管理課    桜井 ℡ 0258－39－2232

≪参考：道路除雪費予算状況≫ 

一般会計 当初予算額             ２５億１，３９６万６千円 

補正予算額（１月１７日専決）     ５億円         

        計               ３０億１，３９６万６千円 

補正後の一般会計予算額 
  １，４３９億２，３５２万８千円



 

 

令和６年１月１７日   

 

報道機関各位 

長岡市福祉保健部福祉総務課長  
 
 

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用 

物価高騰対応重点支援給付金を支給 
 

長岡市は、国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金の給付金・定額減税一体

支援枠を活用し、住民税均等割のみ課税世帯に対し、物価高騰対応重点支援給付金と

して、１世帯あたり１０万円を支給します。 

また、住民税非課税世帯および住民税均等割のみ課税世帯の１８歳以下の児童がい

る世帯に対し、児童１人あたり５万円を追加給付します。 

 

  

物価高騰対応重点支援給付事業 
 

１ 支給対象と支給額 

（１）住民税均等割のみ課税世帯 約７，３００世帯 

 ・令和５年１２月１日時点の世帯において、令和５年度分の住民税均等割の

み課税者で構成される世帯 

 ・支給額：１０万円／世帯 

 ※うち、１８歳以下の児童がいる世帯は、児童１人あたり５万円を加算 

  こども加算対象世帯：約７００世帯（約１，１００人） 
 

（２）こども加算（非課税世帯分） 約１，２００世帯（約２，０００人） 

 ・令和５年１２月１日時点の世帯において、令和５年度分の住民税非課税者

のみの世帯※のうち、１８歳以下の児童がいる世帯 

   ※国の事業である１世帯あたり７万円の物価高騰対応重点支援給付金の対象世帯 

 ・支給額：５万円／児童 
  

２ 支給方法 

  ３月上旬に市から対象世帯へ「確認書」などを送付し、３月中旬から順次、支

給します。 
 

３ 補正予算額 

  ９億２，６７２万２千円（１月１７日付け専決処分）※財源は全額、国の交付金 
  

４ 給付金に関する問い合わせ 

  長岡市給付金専用コールセンター（TEL：０２５８－３９－２３４７） 

                  平日８：３０～１７：１５ 
  

 

  問い合わせ：福祉総務課 杉本 

TEL０２５８－３９－２２１７ 

長岡市 

別 紙 


